
見 本 

様式第１号（第 23条関係） 

令和  年  月  日 

 

公益財団法人いわて産業振興センター理事長 様 

 

（連携事業枠の場合は連携体の代表者） 

所在地 

名 称 

代表者                  印 

 

 

いわて希望応援ファンド地域活性化支援事業助成金交付申請書 

いわて希望応援ファンド地域活性化支援事業助成金の交付を受けたいので、別紙の関係書類を添え

て申請します。 

 

記 

 

１ 事業の種類（該当するものに○を付けてください。） 

創業支援事業 （※ □若者・女性、U・Iターン  □その他 ）  

新事業活動支援事業 

 一般枠 （※ □若者・女性  □その他 ）  

 地域資源活用枠  

 経営革新計画枠  

 連携事業枠  

商店街等活性化支援事業 （※ □若者・女性、被災地所在  □その他 ）  

※該当するものにチェックマーク（✓）を付けてください。 

 

 

２ 過去の当助成金の利用実績（該当するものにチェックマーク✔を付けてください。） 

過去に □１回 □２回 □３回以上 利用 

 

３ 助成金交付申請額       金    Ａ    円 

 

４ 助成事業の実施期間 

交付決定日 ～ 令和  年  月  日 

 

５ 助成事業の内容 

別紙３-２のＡ’と金額

が一致します。 

最長で翌年の１月 29日

までです。 

該当箇所に○をし

ます。 

※は、該当する場合のみ

☑をします。 

連携事業枠のうち農商工連携の申請の場合、申請様式は別途、様式第１号

（第 11条関係）（農商工連携型）となります。 

提出日を記載して

ください。 

過去の採択実績がある

場合は☑を入力。 
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(1) 申請者概要書     別紙１のとおり 

別紙１ 

申 請 者 概 要 書 

名称(商号又は法人・個人名)  

主たる事業所 

所在地 〒 

電 話 （   ）    FAX （   ）    

代表者 

※性別、生年月日は「若者・女

性」の場合のみ記載のこと 

氏 名
（ふりがな）

                （年齢  歳） 

性別※ 男・女（該当する方に○） 生年月日※   年  月  日 

設立登記年月日    年  月  日 決算期         月 

資本金           千円 従業員数       人 

主たる事業内容  

企業の沿革  

代表者の経歴  

連絡担当者 

役職・氏名   

E-mail  

※ 個人の場合は該当する項目のみ記載のこと。 

連携事業枠の場合は、事業者毎に別紙１を作成してください。 
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※「連携事業枠」の場合は連携体の構成員ごとに記載のこと。 

別紙２ 

事 業 計 画 書 

 

１ 事業計画名 

 

 

 

 

 

２ 事業活動の取組内容 

(1) 取組む背景・理由 

 
 

(2) 過去の助成金の利用

状況、実績、成果、課題

等 

 ※過去にいわて希望応援フ

ァンドに採択され、利用実

績がある事業者のみ記載す

ること。 

 ※取り組んだ内容、成果、

未達成事項等を具体的に

記載のこと。 

 

(3) 具体的な内容 

※商店街等活性化支援事業

の場合は①中小企業者や特

定非営利活動法人の場合、

地元の商店街振興組合とど

のように連携していくの

か、現状の動きや今後の予

定を記載すること。また、

②商店街振興組合や商工会

等の場合、中心市街地全体

への経済波及、商店街個店

への小売商業活性化策（売

上増）をどのように取り組

んでいくのか記載するこ

と。 

 

事業計画名は、簡潔かつ明瞭、具体的に記載してください。 

 

取組内容は、文章だけでなく、

図や写真を加えて構いません。 

下記と整合性が取れるよう、記載してください。 

・別紙２-３の【向こう３年間の取組計画】欄の取

組内容①～⑤ 

・別紙３-１の助成対象事業内容欄の具体的事業内

容 

 

助成金で賄う部分のほか、自己負担分を含めた事業

全体の内容を記載してください。 

 



見 本 

(4) 活用する地域資源 

及びその活用内容 

※新事業活動支援事業（地

域資源活用枠）のみ記載の

こと。 

 

(5) 販売・集客ターゲッ

ト 

※ターゲットとして想定す

るユーザー、業種・業態、

地域、性別、年齢等 

※市場開拓の可能性 

 

(6) ユーザー・来街者側 

の要望、課題 

 

 

(7) 連携体制 

 

※新事業活動支援事業（連

携事業枠）のみ記載のこと。 

 

 

(8) 取組目標 

（付加価値額＝営業利益

＋人件費＋減価償却費） 

 

※新事業活動支援事業（連

携事業枠）の場合は、連携

体の代表者について記載の

こと。 

 

目標達成時期    年  月期（3年後） 

付加価値額 

直 近 千円 

3年後 
千円 

（          千円増） 

(9) 成果目標 

 

※商店街等活性化支援事業

のみ記載のこと。 

※歩行者通行量及び売上高

の目標、他の商店街等への

波及効果について記載のこ

と。 

 

 

 

 

別紙２-４の損益計画及び資金計

画欄の３年目の最終年月と一致し

ます。 

 

 

別紙２-４の損益計画及び資金計

画欄の３年目の付加価値額と一致

します。 

 



見 本 

３ 事業活動のスケジュール 

【向こう３年間の取組計画】 ※表内に取組予定時期を矢印で明示。 

取組内容 1年目(助成事業年度) 2年目 3年目 

(四半期) Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

① 

 

 

➡ ➡           

② 

 

 

 ➡ ➡ ➡         

③ 

 

 

   ➡ ➡ ➡       

④ 

 

 

    ➡ ➡ ➡ ➡     

⑤ 

 

 

    

 

 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 

年度目標 

※具体的に記載 

 

   

 

【助成事業実施期間内に係る実施項目】 ※表内に実施予定時期を矢印で明示。 

実施項目 
助成事業実施期間 

具体的な取組方法 第 1 四半期 

(  ～  月 ) 

第 2 四半期 

(  ～  月 ) 

第 3 四半期 

(  ～  月 ) 

第 4 四半期 

(  ～  月 ) 

① 

 

 

➡ ➡    

② 

 

 

 ➡ ➡ ➡  

③ 

 

 

   ➡  

④ 

 

 

     

⑤ 

 

 

     

  

例）Ｉ：４月～６月 

  Ⅱ：７月～９月 

  Ⅲ：10月～12月 

  Ⅳ：１月～３月 

下段の各四半期の月と一致します。 

３年間の取組計画のうち、 

助成申請対象年度の実施

項目を記載します。 

 

増
や
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。
下
段
の
実
施
項
目
と
一
致
し
ま
す
。 
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４ 損益計画及び資金計画 

                                 （単位：千円）※税込 

 １年目 

（助成事業年度） 
２年目 ３年目 算 定 基 準 

 

※単価、数量、内訳、伸び率等 
年  月～ 

年  月 

  年  月～ 

    年  月 

  年  月～ 

    年  月 

損
益
計
画 

売上高     

 

原材料費     

労務費     

減価償却費     

外注加工費     

その他経費     

売上原価     

売上総利益     

 

労務費（役員報酬含む）     

減価償却費     

     

その他経費     

販売費及び一般管理費     

営業利益     

営業外損益     

経常利益     

従事者数（人） 人 人 人  

付加価値額     

資
金
計
画 

 
助成対象経費     

その他事業経費     

総事業費     

 

助成金     

金融機関借入     

縁故借入     

自己資金     

資金調達額     

※ 連携体の構成員ごとに、申請事業の計画について記載のこと。 

※ 付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費  ※ 商店街等活性化支援事業については提出不要

別紙２-２の(７)の目標

達成時期と一致します。 

別紙２－２の(７)の３年後の

付加価値額と一致します。 

算定基準は、具体的に 

記入してください。 

連携事業枠の場合は、事業者毎に４損益計画及び資金計画を作成してください。 

本申請事業のみの損益・資金計画を記載します。 
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別紙３ 

助 成 金 申 請 額 内 訳 書 

１ 助成対象事業内容 

経費区分 具体的事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

  計 Ｄ（税込）    円  

 

 

 

 

 

 

 

  計 円  

 

 

 

 

 

 

 

  計 円  

 

 

 

 

 

 

 

  計 円  

 

 

 

 

 

 

 

  計 円  

合 計 Ｅ（税込）     円  

※「経費区分」欄は公募の際に示す助成対象経費に係る経費区分を移記すること。  

経費区分は、公募リーフレット裏面の助成対象経費の

表１または表２の経費区分のいずれかとなります。  

別紙３-２の助成対象事業経費配

分表の、助成事業に要する経費の

金額Ｄ’と一致します。 

別紙３-２の助成対象事業経費配

分表の、助成事業に要する経費の

合計Ｅ’と一致します。 

別紙２-２(２)の具体的な内容と

整合を図り、経費の使い道が分か

るよう記載してください。 
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２ 助成対象事業経費配分 

円単位で記載してください。  

経費区分 
助成対象

経費名 

助成事業に要する経費 
助成対象
経費額② 
（税抜） 

負担区分 

備考 
内容 数量 

単価 

(税込 ) 

金額① 

(税込) 

助成金

③  

(税抜) 

自己負担  

(税込) 

 

 ※簡潔か

つ明瞭に

記載 

   ①÷1.1 

※切上げ  

②×助

成率 

※切捨て 

①－③  

         

         

         

         

小計    Ｄ’     

 

         

         

         

         

         

小計         

 

         

         

         

         

         

小計         

 

         

         

         

         

         

小計         

 

         

         

         

         

         

小計         

合計    Ｅ’  Ａ’   

※  「経費区分」「助成対象経費名」欄は公募の際に示す助成対象経費に係る経費区分、助成対象経費名を移記す

ること。  

※  連携事業枠の場合は、備考欄に連携体構成員の区分を記載すること。  

 

 

 

 

別紙３-１の助成対象事業内容

の、計Ｄと一致します。 

経費区分は、別紙３-１助成対象事業内容欄の経費区

分と一致します。 

別紙３-１の助成対象事業内容の、

合計Ｅ（税込）と一致します。 

様式第１号の２助成金交付申請

額Ａと一致します。 

経費対象経費名は、公募リーフレット裏面の表１また

は表２の助成対象経費名のいずれかとなります。  


